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第 1 章 緒 論 
 
1.1 背景 
21 世紀初め，センサやゲートウェイなどの電子デバイスの低価格化とグロー
バルに広がったインターネットを背景に，モノとモノが繋がる Internet of 
Things (IoT)に関連した動きが世界中で活発化した．IoT は，20 世紀の最後に，
ケビン・アシュトン[1]によって最初に使用された言葉であり，当初は RFID な
どの商品管理システムをインターネットに例えたものであったが，21 世紀に入
ってスマートフォンやクラウドコンピュータが広まるにつれて，あらゆるモノ
とモノとを直接ネットワーク上でつないでいく技術，あるいは概念の総称とし
て用いられるようになった．  
この IoT を活用して，社会そのものをデジタル化して持続的な高効率のシス
テムに変革していく活動が，世界中の国策として起きている．その代表的な取
組みを Table 1.1 に示す[2] [3] [4] [5] [6] [7] [8] ．  
 
Table 1- 1 Global IoT activities in 2017 
 
 
 
 
Country IoT Activity Target
USA
Digital Manufacturing and Design 
Innovation Institute Manufacturing efficiency
Industrial Internet Industrial Service
CHN Made In China 2025 Manufacturing efficiency
DEU
Industrie 4.0 Manufacturing efficiency
Smart Service Welt Industrial Service
JPN
Industrial Value Chain Initiative Manufacturing efficiency
Society 5.0 Social innovation
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これら活動の目的は，モノづくりを IoT によりデジタル化した生産性の向上
や生産活動に対してサービスを提供する新ビジネスの創生に大別される．その
中で，日本の Society5.0 は，社会そのものを IoT で変革した超スマート社会の
実現を目的にしており，より広義な活動を対象にしている．  
このような生産性や社会の利便性を向上させる活動を国家が推進する背景に
は，先進国で起きている労働人口の変化がある．Fig.1-1 に，主要国における
労働人口の年代変化を示す[9]．  
 
Fig.1- 1 Trends of working population 
 
図中青色の領域は，総人口に対し 15 歳未満が 30%以下，65 歳以上が 15%以
下の状態を示しており，これは「飛躍的経済成長の機会」と呼ばれ，この時に
経済が飛躍的に成長する．ここで，日，独は 1990 年代まででその機会が終わ
っていることがわかる．また，2010 年と 2030 年にある数字はそれぞれの年に
おける各国の中央値年齢を示している．数字の背景が四角のものは「ポスト成
熟社会」，丸のものは「成熟社会」，五角形のものは「中間年齢社会」と呼ばれ
る．この数字からわかるように，日，独，英だけでなく，2030 年には米，中，
露まで中央値年齢が 40 歳を越え，世界的に見て先進国における高齢化が顕著
になってくることがわかる．   
このように先進国は労働人口減少による成長鈍化に直面しており，労働生産
性向上させるため，デジタル化されたスマート製造への変革を急いでいる．  
4th Industrial Revolution
RRI
Industrie4.0
CATAPULT
MadeInChina2025
‘00‘80 ‘90
44
40 42
37 39
35 43
35
39 44
‘17‘10
Industrial Internet
BRA
IND
JPN
DEU
GBR
USA
CHN
RUS
45 52
49
29
26 32
‘20 ‘30
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1.2 日本国におけるスマート製造の取組み 
スマート製造に関する日本の取組みは，1990 年初頭の IMS (Intelligent 
Manufacturing System; 知的生産システム) プログラムまで遡る[10]．IMS は
グローバル化や技術者不足などの先進国共通の課題を産学官の国際的な共同研
究により解決することを目的に，1995 年に日，米，加，豪の 4 カ国でスター
トし，後にスイス，EU，韓が加入した．この中で，機械を知能化して生産性を
向上していく取組み，技能を伝承していく取り組み，受注，設計，生産，販売
を統合管理していく取組み等が研究された．  
その後，インターネットの普及とセンサによるデジタル化の流れに対応した
新たな生産プロセスの開発に関して，2015 年に日本で「ロボット新戦略」が提
案された[11]．この戦略では，高度のセンサや人工知能を駆使して作業を行う
システム全般を新たな「ロボット」の概念とし，推進組織として「ロボット革
命イニシアティブ協議会」(RRI)を設立した．RRI の下には，「生産システム改
革」「ロボット利活用推進」「ロボット・イノベーション推進」のワーキンググ
ループ(WG)が設置され，WG1 の生産システム改革 WG がスマートマニュファ
クチャリングに関する技術開発と商業化，世界の関連活動との連携を管掌する
こととなった．  
また，IoT によるモノづくりの変革後の世界を白書化し，技術開発や国際標
準化の指針とする活動が 2014 年から IEC 市場戦略会議で発足し，「Factory of 
the future」として 2015 年 10 月に白書が公開された[12]．この白書では，モ
ノづくり変革に関する課題と仮説が議論され，いくつかの提言がされている．
中でも Fig.1-2 に示す，オープンな Information & Communication Technology 
(ICT)環境で複数の工場や複数の企業をつなぎ設備・材料・労働力・工法を皆で
融通し合う共生型モノづくり社会のコンセプト「Crowd Manufacturing」は日
本の日立製作所を中心に堤案され，次世代製造の姿として会議に参加した独や
米などから賛同を得て白書に掲載された．この白書後，日本の Society5.0 や米
国立標準技術研究所 (NIST)の関連ワークショップ [13]，欧州プロジェクト
CREMA[14]などに広がっている．  
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Fig.1- 2 Crowd manufacturing architecture 
 
1.3 共生型モノづくりに関連する研究 
Crowd Manufacturing に代表される共生型モノづくりのコンセプトは，2012
年に発表された Wu らの提言が始めと考えられる [15]．この中で，Wu らは
Infrastructure-as-a-Service(IaaS),Platform-as-a-Service(PaaS),Hardware-a
s-a-Service(HaaS),Software-as-a-Service(SaaS)などのクラウドサービスを活
用 し た ネ ッ ト ワ ー ク 型 の 製 品 開 発 モ デ ル Cloud-based Design and 
Manufacturing (CBDM)を提唱した．この CBDM は，製品設計をネットワー
ク化する Cloud-based Design (CBD) と製品製造をネットワーク化する
Cloud-based Manufacturing (CBM)に分かれて議論されることもある．  
CBD は，Web2.0 といった流動的な相互情報ネットワークとエンジニアリン
グ環境のクラウドサービスを活用して製品を協調設計するモデルであり，CAD
のクラウドサービスや開発者ネットワークなどに代表される．  
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CBM は，Cloud Manufacturing と称されることもあり[16]，必要に応じて
分散している製造リソースにアクセスして製造を行うモデルである．このよう
に，製造ラインをオンデマンドに再構成することで，生産効率の向上，製品ラ
イフサイクルコストの低減，顧客のニーズに併せたカスタム生産が可能になる
と説いている．また，この CBM を実現する仕組みとして， 2015 年に
Cloud-based Manufacturing System (CBMS)が Wu らによって提示された  
[17]．この中で，Wu らは CBMS を構成する 8 つのシステム要件を定義した．
定義された要件を Table 1-2 に示す．  
 
Table 1- 2 Requirements of CBMS systems 
 
 
表中の(R1)～(R8)は，CBMS が満たすべき 8 つのシステム要件である．それ
ぞれ，(R1)は各工場の生産設備間のコミュニケーションをサポートするソーシ
ャルメディア，(R2)はクラウドベースの分散ファイルシステム，(R3)はビック
データを処理し，分析することが出来るオープンソースのプログラミング基盤，
(R4)はマルチテナントアーキテクチャ， (R5)は生産設備  (装置，ロボット，組
立ラインなど) に対するリモート監視・制御機能，(R6)は IaaS，HaaS， SaaS
Requirement description
R1 Should provide social media to support communication, information 
and knowledge sharing in the networked design and manufacturing 
environment
R2 Should provide cloud-based distributed file systems that allow users 
to have ubiquitous access to design- and manufacturing-related data
R3 Should have an open-source programming framework that can process 
and analyze big data stored in the cloud
R4 Should provide a multi-tenancy environment where a single software 
instance can serve multiple tenants
R5 Should be able to collect real-time data from manufacturing resources 
(e.g., machines, robots, and assembly lines), store these data in the 
cloud, remotely monitor and control these manufacturing resources
R6 Should provide IaaS, PaaS, HaaS, and SaaS applications to users
R7 Should support an intelligent search engine to users to help answer 
queries
R8 Should provide a quoting engine to generate instant quotes based on 
design and manufacturing specification
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アプリケーション，(R7)はインテリジェントなサーチエンジン，(R8)は設計仕
様と製造仕様に基づき，即席の見積りを生成する見積りエンジンが定義された．
これらの要件は，現在の ICT 技術において実現可能なものであり，共生型モノ
づくりの実現が現実味を帯びてきている．  
上記の研究を背景とし，前節で紹介した Crowd Manufacturing は，ICT 技
術に加えて Operation Technology(OT)に着目している点に特徴がある．そこに
は，製造工程を ICT 技術で相互融通する場合，その対象は製造工程を構成する
Man(労働力)，Machine(設備)，Material(材料), Method(工法)であると仮説し，
それぞれの性能や制約といった要件を記述可能なデータモデルの共通定義が重
要となると説いている．このデータモデルの共通定義に対して，Industrie 4.0
では通信規格の一種である OPC-UA のデータモデルを拡張したものを
Administration Shell [18]と呼んで欧州で国際標準化が進められている他，ア
メリカ国立標準技術研究所(National Institute of Standards and Technology; 
NIST)や日本の経済産業省でも同様の取組みが進んでいる． 
 
1.4 研究目的 
このように共生型モノづくりの技術環境が整い，各工場の状態がクラウド上
に安全に管理され，必要に応じて適切なリソースを見つけることが可能になる
ことで，製造工程を相互に補完し合うモノづくりの分散化が実現する．このモ
ノづくりの分散化が実現すれば，例えば，ある工場のある工程あるいは設備で
生産能力が不足する場合，Crowd Manufacturing 上に存在し，この工程を生産
可能な設備を有する工場で代替生産することや，逆にある工場のある設備の稼
働率が低い場合に，Crowd Manufacturing 上に存在する他の工場の生産を代替
することが自由に出来るようになると考える．  
この Crowd Manufacturing は，医薬や食品といった製造工程を途中で分割
できないプロセス型モノづくりに適用することは難しいが，機械加工等による
部品製作と組立工程からなるディスクリート型のモノづくりでは，需要変動な
どによる生産量の変動分を社外に分散することで低アセットの生産を実現し，
また，社内の余剰生産能力に対して社外の製造を取り込むことで自社設備の稼
働率低下を防ぐといった効果が期待出来る．また，この変化により，非量産の
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生産形態においても設備稼働率の向上と言ったコスト効果を得られることから，
多品種少量生産の生産コストを大幅に下げる効果が期待出来る．その一方で，
製造を他の企業へ委託する費用や輸送費が追加で発生する為，この生産形態が
どの業態においても効果的であるとは考えられない．  
そこで，本研究では，最も効果が顕著であると想定される多品種少量かつデ
ィスクリート型のモノづくりとして，資源産業向けのポンプや圧縮機といった
受注生産型の製品を扱う企業が Crowd Manufacturing の適用対象として適し
ていると考えた．この受注生産型の製品は，主要機械部品を自社工場にて製造
し，その他の部品を国内外より調達し，組立て，顧客納期内に納品する．この
とき，主要部品生産の作業量が保有する生産能力に対して超過した場合，納期
遅延によるペナルティを避ける為，通常業務として工程単位で加工を他の企業
に委託している．その一方で，生産設備や作業人員は工場の固定費であり，製
造コストを相対的に下げるためには，自社内の作業量を一定以上確保し稼働率
を向上させる必要がある．しかし，受注生産型の製品は，顧客数が少なく需要
は有限かつ景気の影響を大きく受ける為，作業量を確保することが難しく，高
ア セッ ト ， 高 コ ス ト の 製 品 と な っ て い る． こ の 問 題 に 対 して ， Crowd 
Manufacturing は，生産能力の不足時には加工を他企業に委託し，逆に自社の
稼働率が低い場合は他企業の加工を請負うといったモノづくりの分散化により，
この相反する課題を解決出来る可能性がある．本研究では，実生産データに基
づき作成したデータモデルを開発フレームワーク上でシミュレーション実験す
ることで，Crowd Manufacturing の受注生産における生産性を評価し，実業務
に適用した際に最大の効果を得るシステムを設計することを目的とする．  
 
1.5 本論文の構成 
本研究では，前述の共生型モノづくりコンセプトの内，IEC に提示された
Crowd Manufacturing を研究対象とし，以降の章ではクラウドマニュファクチ
ャリングと表記するものとする．本論文は，以下の構成により述べる．  
第 2 章では，本研究で対象とする受注生産型製品を製造する企業を対象にク
ラウドマニュファクチャリングの有効性を検証することを目的とする．2.2 節
では，対象とする受注生産型モノづくりの課題を明確にする．また，2.3 節で
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解決策としてのクラウドマニュファクチャリングの有効性を仮説し，2.4 節で
仮説検証の為のフレームワークを決定する．更に，2.5 節では，簡易なモデル
を用いて有効性の検証を行い，2.6 節で検証結果と課題をまとめる．  
第 3 章では，第 2 章で評価したクラウドマニュファクチャリングモデル(CM
モデル)の課題を整理し，より実際の業務に準じたモデルに改良することを目的
とする．3.2 節では，前章の CM モデルの問題点を追加実験により明らかにし，
3.3 節で CM モデルの改良点を説明する．また，3.4 節では，新モデルによる効
果の再検証結果を示し，3.5 節で全体をまとめる．  
第 4 章では，第 2 章，第 3 章で定義した製品 -製造 BOM，管理付エージェン
ト型 CM モデルを用いて，クラウドマニュファクチャリングにおけるモノづく
りの分散化の効果を最大化するシステムの構成要件をシミュレーション実験に
より見極めることを目的とする．本章で評価するシステム構成要件として，項
目  (1)システム構成企業数，(2)企業間の業務類似性，(3)システム内の仕事量を
設定した．4.2 節で実験条件を示し，4.3 節で構成企業数の影響，4.4 節に業務
類似性の影響，4.5 節にシステム内の仕事量の影響の評価結果と考察を示し，
最後に 4.6 節で結果をまとめる．また，詳細な実験結果に関しては，4.7 節に
まとめる．  
第 5 章では，本論文で取り上げた新しい生産形態であるクラウドマニュファ
クチャリングが将来の社会でどのように活用出来るか，また，その結果どのよ
うに社会が変化するのかを考察し，将来に向けた技術開発の方向性を論じる．
5.2 節では，モノづくりの歴史を振り返り，この先起きると予測されるマス・
カスタマイゼーションに対してクラウドマニュファクチャリングが担う役割を
明確にする．5.3 節では，クラウドマニュファクチャリングを通して，新事業
を作り出すユースケースを想定し，その為に必要な機能を明確にする．5.4 節
では，前節までに明らかになった機能要件に対して，どのようにそれを実装す
るか，その為にどのような技術が必要になるかを論じ，5.5 節に結言としてま
とめる．  
最後に，第 6 章では，本研究のまとめと今後の展望について述べる．  
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第２章 クラウドマニュファクチャリングの有効性検証 
 
2.1 緒 言 
第 2 章では，本研究で対象とする受注生産型製品を製造する企業を対象にク
ラウドマニュファクチャリングの有効性を検証することを目的とする．  
2.2 節では，対象とする受注生産型モノづくりの課題を明確にする．また，
2.3 節で解決策としてのクラウドマニュファクチャリングの有効性を仮説し，
2.4 節で仮説検証の為のフレームワークを決定する．更に，2.5 節では，簡易な
モデルを用いて有効性の検証を行い，2.6 節で検証結果と課題をまとめる．  
 
2.2 受注生産型モノづくりの課題 
本研究の対象である受注生産型モノづくりの一例として，資源産業向けの圧
縮機の構成例を Fig.2-1 に示す．  
 
 
Fig.2- 1 Configuration of gas compressor 
 
この資源産業向けの圧縮機では，顧客である Oil & Gas 企業のニーズに合わ
せ，上位の制御システムの機能を設計する．次に設計した機能を満たすように
ガス移送圧縮機，インジェクションポンプ，ガス処理設備，随伴水処理設備，
受変電装置など下位のコンポーネント構成を個別設計する．これらのコンポー
ネントは，Oil & Gas 生産で扱うガスの種類や設置場所の立地条件などの要因
Component Configuration
Integrated Distributed Control System
Gas Processing 
Equipment
Injection 
Pump
Recycled Water 
Equipment
Gas Transport 
Compressor
Oil & Gas Company
Requirements Functions
Required Specifications
Sub 
Station
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によって仕様を個別設計することが特徴である．このような特徴に起因した受
注生産型モノづくりの課題は，以下の 2 点となる．  
 
 個別設計のため，コンポーネントの標準化ができず，着手から完成まで
のリードタイムが長い．  
 プロジェクトの進行とともに設計変更が発生するため，設計，製造の工
数変動が大きい．  
 
これらの課題により，受注生産型製品のコンポーネントを製造する企業では，
生産量を平準化することが出来ず，製造装置や作業人員などの生産リソースの
高稼働率を維持することが困難なため，製品あたりの固定費割り掛けコストを
減らすことが出来ない．また，精度の良い生産計画をたて，その計画通りに製
造することが困難であり，生産能力に対して作業量が超過した場合は，納期遅
延を回避するために他の企業へ加工などを委託する必要がある．これらにより，
受注生産型社会インフラ製品の製造コストは高くなり，企業の収益を悪化させ
てしまうという問題がある．  
 
2.3 受注生産におけるクラウドマニュファクチャリング有効性の仮説 
本研究では，この問題の解決方針として，Fig.2-2 に示すクラウドマニュフ
ァクチャリングを検討する．従来のモノづくり企業  (As Is) では，設計，材料・
部品の調達，製造，組立の一連のプロセスを自社でまかなう垂直型経営が主流
であった．これに対し，クラウドマニュファクチャリング  (To Be) では，機動
性・俊敏性を重視し，設計以後の流れにおいて，企業間でプロセスをクロスソ
ーシングし，モノづくりを分散化する水平型経営を採用する．これにより各企
業は，欲しいタイミングで欲しい量の生産能力あるいは作業を確保可能になり，
設計では固定費の低減，製造では設備稼働率の向上が実現すると考えられる．  
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Fig.2- 2 Schematic images of crowd manufacturing 
 
さらに，クラウドマニュファクチャリングでは，従来の系列を基本とした閉
鎖的なサプライチェーンによる水平型経営に縛られず，他の競争力の強い企業
との取引を可能とし，各企業は部品調達や加工外注における取引先を各企業が
より自由に選択出来るようになる．これにより，外部リソースを積極的に活用
する一方，各企業はそれぞれの経営方針に従い重点分野や得意分野へ経営資源
を集中出来るというメリットもあり，資本生産性の向上につながると考える． 
 
2.4 クラウドマニュファクチャリングのフレームワーク 
本節では，2.3 節に記載した仮説を検証する為，クラウドマニュファクチャ
リングを計算機上でシミュレーション実験する為のフレームワークを設計する． 
 
2.4.1 クラウドマニュファクチャリングモデル (CM モデル) 
クラウドマニュファクチャリングのような共生型モノづくりの研究として，  
2000 年代より Virtual Enterprise(VE)などのモデルが提案されている．VE の
先行研究として，マルチエージェントモデルを用いた企業間交渉に関する研究
[19] [20] や ， 動 的 サ プ ラ イ チ ェ ー ン を 形 成 す る 企 業 を Client 企 業 ，
Manufacturer 企業，Supplier 企業の 3 階層モデルで記述し，各企業間の契約
方法を検討した例[21]などが報告されている．  
貝原，藤井[20]が提案した VE モデルを Fig.2-3 に示す．VE に参加可能な企
業をユニット  (Unit) と定義し，層数を m とし，各層には n 個のユニットが参
加している．Fig.2-3 において，左側がサプライチェーンの上流，右側が下流
Manufacturer BManufacturer A
As Is To Be (Crowd MFG)
Design
Procurement
Operation
Capable
Manufacturer BManufacturer A
Design Design
IoT
IoT
Incapable
Design
Procurement
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であり，一番右側が顧客  (最終消費者) に相当する．まず，顧客からの需要  (タ
スク告示) が存在する．第 m 層のユニットは，このタスクを実現するため，サ
プライチェーンの一階層上流である第 m - 1 層の企業へタスク告示をする．第
m - 1 層の企業は，第 m - 2 層のユニットへタスク実現に必要なタスク告示をす
る．このように，順次上位層のユニットへタスク告示をすることで，サプライ
チェーンを形成する．  
 
Fig.2- 3 Virtual enterprise model (VE model) 
 
これらのタスク告示は，製造企業の場合，部品調達に相当する．この VE モ
デルでは，製品の設計部品表(BOM; Bill of Materials)レベルのモデル化を実現
している．  
これに対し，クラウドマニュファクチャリングでは，部品構成をさらに一段
分解した製造工程レベル，製造部品表(製造 BOM)レベルでのモノづくりの分散
が求められる．この製造 BOM レベルでのモノづくり分散化を記述するモデル
として，本研究では Fig.2-4 に示す Crowd Manufacturing Model (CM モデル)
を提案する．  
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Fig.2- 4 Crowd manufacturing model (CM model) 
 
この CM モデルでは，層間の告示に加え，層内での告示が可能となっている．
例えば，ある企業において，ある加工設備を使用したプロセスが設備数不足な
どによってボトルネックとなった場合，ネットワーク上の当該プロセスを処理
可能な他の企業へ委託することで，製造コストを抑えたまま，生産を続けるこ
とが出来る．また，委託先の企業にとっても，設備稼働率が向上し，自社の固
定費を間接的に削減出来ると考える．  
 
2.4.2 設計-製造 BOM の定義  
本研究では，クラウドマニュファクチャリング上の企業が製造する製品とし
て，受注生産型製品である建設機械，産業機械，特殊車両など，機械加工によ
り部品を製造する製品を想定し，各企業の製品数 ,部品点数および設計 BOM，
製造 BOM を設定した．設計 BOM および製造 BOM の概要を Fig.2-5 に示す．
本研究では簡単のため，設計 BOM の構造は製品(Products)と部品(Parts)の 2
階層とした．  
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Fig.2- 5 Engineering and manufacturing BOM model 
 
Fig.2-5 において，Co_XXXXX は企業を識別するコード，P_XXXXX は製品
を識別するコードを表す．製品は，Pa_XXXXX で表される部品の組み合わせで
表現され，これは設計 BOM に相当する．各部品の製造プロセス Prc_XXXXX
は，記号と 5 桁数字の組合せで表現され，これらの組み合わせが製造 BOM に
相当する．製造プロセスは，クラウドマニュファクチャリング上の他の企業に
も存在する．例えば，Fig.2-5 に示す Prc_00027 が，Co_00001 で製造する製
品 P_00011 の Pa_00011 と Co_00002 で製造する P_00021 の Pa_00021 間で
共通であるように，異なる企業，異なる製品，異なる部品間でも Prc_XXXXX
は共通プロセスである．これは，CM モデルでのプロセスが，工作機械を用い
た加工に相当し，共通なプロセスを持つ会社は同じ加工が出来る工作機械を所
有することに相当する．工作機械には，旋盤 (Lathe)，ボール盤 (Drilling 
Machine)，中繰り盤(Boring Machine)，フライス盤(Milling Machine)，研削
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盤(Grinding Machine)，歯切り盤(Gear Cutting Machine)，マシニングセンタ
(Machining Center) ， タ ー ニ ン グ セ ン タ (Turning Center) ， 放 電 加 工 機
(Electrical Discharge Machine)などがあり，大きく分類すると約 50 種類ある  
[22]．さらに，工作機械メーカの公開情報などを参考にし，各種工作機械の対
応ワークサイズなどの仕様は約 4 であると仮定し，クラウドマニュファクチャ
リング上の全ての企業において存在するプロセスの種類を 200 に設定し，全て
の製品はこの 200 プロセスの組合せで定義した．  
 
2.4.3 シミュレーションモデル 
クラウドマニュファクチャリング参加企業の納期遵守率および設備稼働率に
対する有効性を評価する為，2.4.1 項で定義した CM モデルで表現される企業
が，2.4.2 項で定義した設計-製造 BOM で表現される製品を製造する状況を想
定し，シミュレーションモデルを作成した．  
本実験では，生産活動をより現実的に模擬する為，Siemens 社の Plant 
Simulation ®に実装された離散事象型シミュレーション[23]を採用した．各工
程にて，仕掛りを処理する優先順序を決めるディスパッチングルールは先入れ
先出し (First-in-first-out; FIFO)を採用した．また，シミュレーション内での
リソース競合・デッドロックを避ける為，ソーシング先の選定も離散事象とし
て扱い FIFO のルールを採用した．  
シミュレーションモデルにおける企業の製品数 NPrd，製品を構成する部品数
NPart，および部品を製造するためのプロセス数 NPrc の範囲を Table 2-1 に示す．
企業が製造する製品数 NPrd は企業によって異なるが，1≦NPrd≦10 の範囲とす
る．1 つの製品を構成する部品点数 NPart は，製品によって異なるが，10≦NPart
≦100 の範囲とする．1 つの部品を製造するためのプロセス数 NPrc は，部品に
よって異なるが，5≦NPrc≦50 の範囲とする．これらの範囲は，受注生産型の
製品である建設機械，産業機械，特殊車両など，機械加工により部品製造する
製品の実例を参考に決定した．  
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Table 2- 1 Parameter settings of simulation model 
 
 
CM モデル上のある企業に対するシミュレーションモデル構築の手順は以下
の通りである．まず，製品数 NPrd を Table 2-1 の範囲でランダムに決める．次
に，各製品に対して部品点数 NPart を Table 2-1 の範囲でランダムに決める．各
部品に対するプロセス数 NPrc を Table 2-1 の範囲でランダムに決める．最後に，
前述の 200 種類のプロセスから，プロセス数 NPrc 分をランダム抽出したものを
製造 BOM とする．  
この手順で構築した製造 BOM の例を Table 2-2 に示す．本表において，企
業 Co_00001 で製作する製品 P_00001 は 20 個の部品で構成されている．  
Process Flow 欄は，この部品の製造 BOM を示す．例えば，部品 Pa_00010 は，
プロセス Prc_00007，Prc_00048 の順に処理することによって製作される．  
 
  
Parameters Minimum value Maximum value
Number of products in units
(NPrd)
1 10
Number of parts in products
(NPart)
10 100
Number of processes in parts
production (NPrc)
5 50
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Table 2- 2 Manufacturing BOM example 
 
 
各プロセスの作業時間は，受注生産型製品である産業機械を製造する工場の
実作業時間から作成したポアソン分布を用いて，ランダムに生成した．ここで，
本シミュレーションモデルでは，ある企業で製造する部品の製造 BOM に登場
する全てのプロセスは，その企業内で処理可能であると設定した．ただし，プ
ロセス毎に単位時間あたりの処理能力 (以下，スキルとよぶ )はランダムに決め
ており，生産計画によっては，処理待ちが発生するボトルネックが発生する．  
 
2.4.4 有効性の検証方法  
クラウドマニュファクチャリングへの参加企業数 n を設定した後，(1) 全て
の企業が，自社のみで製品を製造する従来型製造モデルと，(2) 全ての企業が
クラウドマニュファクチャリングへ参加して，モノづくりを分散化出来る CM
モデルの 2 通りのシミュレーションを実行し，設備稼働率および納期遵守率の
結果を比較することで，クラウドマニュファクチャリングの有効性を検証する． 
  
Unit ID Product ID Parts ID Process flow
Co_00001 P_00001 Pa_00001 Prc_00016 Prc_00019  Prc_00027 Prc_00035 Prc_00041
Pa_00002 Prc_00030 Prc_00040 Prc_00042 Prc_00049
Pa_00003 Prc_00009 Prc_00016  Prc_00031  Prc_00046
Pa_00004 Prc_00017 Prc_00023  Prc_00035  Prc_00049
Pa_00005 Prc_00012 Prc_00014  Prc_00034
Pa_00006 Prc_00005 Prc_00020  Prc_00022
Pa_00007 Prc_00027 Prc_00038  Prc_00046
Pa_00008 Prc_00015 Prc_00025  Prc_00026 Prc_00039 Prc_00040Prc_00046
Pa_00009 Prc_00029 Prc_00030  Prc_00041
Pa_00010 Prc_00007 Prc_00048
Pa_00011 Prc_00002 Prc_00019 Prc_00023 Prc_00025
Pa_00012 Prc_00015 Prc_00019 Prc_00020 Prc_00047
Pa_00013 Prc_00004 Prc_00016 Prc_00019
Pa_00014 Prc_00010 Prc_00011 Prc_00014 Prc_00043 Prc_00049
Pa_00015 Prc_00009 Prc_00046 Prc_00047
Pa_00016 Prc_00008 Prc_00024 Prc_00025 Prc_00026 Prc_00041
Pa_00017 Prc_00007 Prc_00014 Prc_00031 Prc_00045
Pa_00018 Prc_00021  Prc_00034
Pa_00019 Prc_00006 Prc_00012 Prc_00028 Prc_00034 Prc_00049
Pa_00020 Prc_00004 Prc_00009 Prc_00030
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ここで，シミュレーションの開始時刻から時間 T が経過したとき，ある設備
にて n 個のプロセスの処理が完了していた場合，この設備の設備稼働率 U(T)
は，次式(2-1)で定義される．  
 
T
PT
TU
n
i
i∑
== 1)(
                          (2-1) 
PTi はこの設備で i 番目に処理したプロセスの作業時間である．  
また，企業 Co_XXXXX にて，指定した期間における製造予定の製品数が NPlan
で，シミュレーションで算出した納期通りに製造可能な製品数が NSim であった
場合，納期遵守率 OFRCo_XXXXX は，次式(2-2)で定義される．  
Plan
Sim
_ N
N
OFR XXXXXCo =                        (2-2) 
CM モデル上のモノづくりの分散化は，以下の手順で決定する．シミュレー
ション中のある時刻にて，処理すべきプロセスを担当する自社設備が使用中で
処理待ちが発生する場合，この処理待ちが発生するプロセスと次の連続するプ
ロセスを切り出し，これらの 2 つのプロセス両方のスキルを保有する他企業の
有無を確認する．これら 2 つのスキルを保有し，さらに，その時刻からこれら
2 つのプロセスを処理が可能な場合，この企業でプロセスを代替処理する．こ
れらの 2 つのプロセスが他企業で同時に代替できなかった場合，さらに 1 つず
つのプロセスに分解し，同様の流れで他企業におけるスキルの有無および代替
の可否を判断し，可なら代替する．このとき，スキルを保有しプロセスを代替
可能な企業が複数存在する場合，委託先を選択するルールとして以下の 2 つを
定義した．  
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(a) 輸送コスト最小型  
すべての企業に，2 次元の位置座表を与えておき，シミュレーション実行時
に，クラウドマニュファクチャリング参加企業間の距離をあらかじめ計算して
おく．企業間の輸送コストは，企業間の距離に比例すると仮定する．例えば，
企業 Co_XXXXX と企業 Co_YYYYY の間の距離を dCo_XXXXX, Co_YYYYY とすると，
この企業間の輸送コスト TCCo_XXXXX, Co_YYYYY は，次式（2-3）で定義される．  
YYYYYCoXXXXXCoYYYYYCoXXXXXCo dTC _,__,_ ⋅= α
               (2-3) 
ここで，α は単位距離あたりのコストである．輸送コスト最小型ルールでは，
あるプロセスの委託先候補が複数存在する場合，式(2-3)が最小となる輸送距離
が最小の委託先企業を選択する．また，輸送速度は定数とし，企業間の距離に
応じた輸送時間を計算する．  
 
(b) 製造コスト最小型  
製造コスト最小型ルールでは，あるプロセスの委託先候補が複数存在する場
合，委託を検討する時刻において，式(2-1)で計算される設備稼働率が最大の委
託先企業を選択する．これは，高稼働率な企業ほど，固定費である設備償却費
や人件費に対して十分な作業量がある為，単価を低く提供出来る可能性が高い
との仮説に基づく．また，本ルールにおいても，輸送速度を定数とし，企業間
の距離に応じた輸送時間を計算する．  
 
2.5 クラウドマニュファクチャリングの有効性検証 
2.4 節に記載した定義に基づき評価モデルを構築し，シミュレーション実験
のより納期遵守率，製造リードタイム，設備稼働率を評価することで，クラウ
ドマニュファクチャリングの有効性を検証した．次項より，参加企業数 n = 3
および n = 10 の 2 つのケースに対する検証実験の結果と考察を述べる．  
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2.5.1 検証実験１：参加企業数 n = 3 のケース 
まず，参加企業数 n = 3 のケースに対するシミュレーション実験について説
明する．Table 2-3 に，参加企業の設定値を示す．本シミュレーション実験で
は，参加企業の部品別月次生産量は平準化されており，変動がない状況を想定
した．  
 
Table 2- 3 Simulation settings of Exp.1, n = 3 
 
 
納期遵守率の実験結果を Table 2-4 に示す．対照実験の(1)モノづくりの分散
化なしでは，Co_00001 および，Co_00003 の 2 社では，投入量設定が自社工場
の生産能力を上回っており，納期遵守率が Co_00001 では 81%，Co_00003 で
は 74%と低かったのに対し，(2) モノづくりの分散化ありでは，(a)輸送コスト
最小型，(b)製造コスト最小型の両方の場合で，全ての企業の納期遵守率が 95%
以上に改善した．Co_00002 の納期遵守率は，(1) モノづくりの分散化なしでの
99%から，(2) モノづくりの分散化ありでの 97%へと 2 ポイント減少したが，
これは，ディスパッチングルールが先入れ先出しのため，(2) モノづくりの分
散化ありの場合，自社の部品を後回しにして，他企業の部品を生産したためで
ある．ただし，Co_00001 の納期遵守率は 15 ポイント，Co_00003 の納期遵守
率は 21 ポイント上昇しており，システム全体の納期遵守率は，11.4 ポイント
向上し，クラウドマニュファクチャリングにおけるモノづくりの分散化の生産
効率向上が確認出来た．  
 
  
Unit Prod. Num. Parts Num. Input rate [Prod./Month]
Co_00001 7 276 3
Co_00002 3 142 4
Co_00003 6 320 3
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Table 2- 4 Order fulfillment rate in Exp.1, n = 3 
 
 
製造リードタイムを比較した結果を Fig.2-6 に示す．ここで，製造リードタ
イム(Lead Time; LT と表記)は，製品の製造における材料投入から完成までに
かかった時間の総和であり，待ち時間を含む．正味作業時間(Raw Processing 
Time; RPT と表記)は，製品の製造における材料投入から完成までにかかる正
味の作業時間の総和であり，待ち時間を含まない．各グラフにて，横軸は，LT
と RPT の比，縦軸は対数スケールの度数を示す．  
 
 
Unit
Order fulfillment rate [%]
(1) No cross sourcing (2)-(a) Transportationcost min.
(2)-(b) Manufacturing
cost min.
Co_00001 81 96 96
Co_00002 99 97 97
Co_00003 74 95 95
Average 84.6 96 96
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Fig.2- 6 Lead time comparison in Exp.1, n = 3 
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(1)モノづくりの分散化なしでは，LT/RPT の比が 100 以上となる，設定した
作業時間の総和に対し待ち時間を含む製造リードタイムが 100 倍以上長い製品
が 50%程度存在していた．そのため，納期遅れする部品が多く発生し，Table2-4
で示すように納期遵守率が悪化した．一方， (2)モノづくりの分散化ありでは，
(a)輸送コスト最小型，(b)製造コスト最小型の両方の場合で，製造リードタイム
/正味作業時間が 100 以上の製品が 25%以下に改善し，結果として納期遵守率
が向上した．  
設備稼働率の比較結果を Fig.2-7 に示す．各グラフにて，横軸は，設備稼働
率，縦軸は対数スケールの度数を示す．  
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Fig.2- 7 Facilities utilization comparison in Exp.1, n = 3 
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(1) モノづくりの分散化なしと，(2) モノづくりの分散化ありの比較にて特筆
すべき変化はない．(1) モノづくりの分散化なしと(2) モノづくりの分散化あり
の両方のケースで設備稼働率 100%付近に局所的なピークがみられた．これは，
設定値である生産計画に対して生産能力が不足した設備であるボトルネックの
存在を示す．n = 3 では，参加企業が少ないため，クラウドマニュファクチャ
リング形成における規模の経済性が発揮できず，ボトルネックの解消ができな
かったことがわかる．  
部品の平均月次生産量を比較した結果を Table 2-5 に示す．(1) モノづくり
の分散化なしに比べ， (2) モノづくりの分散化ありでは，部品の平均月次生産
量が，Co_00001 にて 18%，Co_00003 にて 29%向上した．一方，Co_00002
における部品の平均月次生産量は， (1) モノづくりの分散化なしでの 576 個 /
月から，(2) モノづくりの分散化ありでの 564 個 /月へと 2%減少した．これは，
Table 2-4 で示した納期遵守率の結果と同様に，ディスパッチングルールが先
入れ先出しのため，(2) モノづくりの分散化ありの場合，自社の部品を後回し
にして，他企業の部品を生産したためである．全体では部品の月次生産量の平
均値が 16%向上し，クラウドマニュファクチャリング形成による生産効率向上
の効果が確認出来た．  
 
Table 2- 5 Average throughput in Exp.1, n = 3 
 
 
  
Unit
Average throughput [Parts/Month]
(1) No cross sourcing (2)-(a) Transportationcost min.
(2)-(b) Manufacturing
cost min.
Co_00001 684 808 808
Co_00002 576 564 564
Co_00003 736 951 952
Total 1996 2323 2324
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2.5.2 検証実験２：参加企業数 n = 10 のケース 
参加企業数 n = 10 のケースに対するシミュレーション実験について説明す
る．Table 2-6 に，参加企業の設定値を示す．本シミュレーション実験では，
前述の n = 3 のケースと同様に参加企業の部品別月次生産量(投入量)は平準化
されており，変動がない状況を想定した．  
 
Table 2- 6 Simulation settings of Exp.2, n = 10 
 
 
納期遵守率の実験結果を Table 2-7 に示す．対照実験として行った(1) モノ
づくりの分散化なしでは，Co_00013 および，Co_00014 の 2 社で，投入量設定
が自社工場の生産能力を大きく上回っており，納期遵守率が Co_00013 では
74%，Co_00014 では 73%と低かった．これに対し，(2) モノづくりの分散化
ありでは， (a)輸送コスト最小型， (b)製造コスト最小型の両方の場合で，
Co_00013 では 99%と 25 ポイント，Co_00014 では 100%と 27 ポイント改善し
た．また，全ての企業の納期遵守率が 99%以上に改善し，システム全体の納期
遵守率は 10 ポイント向上しており，クラウドマニュファクチャリングの生産
効率向上が確認出来た．  
 
  
Unit Prod. Num. Parts Num. Input rate [Prod/Month]
Co_00011 7 276 3
Co_00012 3 142 4
Co_00013 6 320 3
Co_00014 8 334 3
Co_00015 4 104 4
Co_00016 6 251 3
Co_00017 3 162 3
Co_00018 2 159 4
Co_00019 2 116 3
Co_00020 2 63 4
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Table 2- 7 Order fulfillment rate in Exp.2, n = 10 
 
 
製造リードタイムを比較した結果を Fig.2-8 に示す．各グラフにて，横軸は，
LT/RPT，縦軸は対数スケールの度数を示す．n = 3 の場合と同様に，(1) モノ
づくりの分散化なしでは，LT/RPT が 100 以上となる製品が 50%程度存在して
いた．一方，(2) モノづくりの分散化ありでは，(a)輸送コスト最小型，(b)製造
コスト最小型の両方の場合で，LT/RPT が 100 以上の製品が 1%以下に改善し
た．Fig.2-7 で示した n = 3 の場合と比較すると，n = 10 の場合ではソーシン
グ先の企業が増加したため，製造リードタイムが 18 ポイント短縮する改善効
果が確認出来た．  
設備稼働率の比較結果を Fig.2-9 に示す．各グラフにて，横軸は，設備稼働
率，縦軸は対数スケールの度数を示す．  
 
Unit
Order fulfillment rate [%]
(1) No cross sourcing (2)-(a) Transportation cost min.
(2)-(b) Manufacturing 
cost min.
Co_00011 81 100 100
Co_00012 99 100 99
Co_00013 74 99 99
Co_00014 73 100 100
Co_00015 99 100 100
Co_00016 97 100 100
Co_00017 89 100 100
Co_00018 81 100 100
Co_00019 100 100 100
Co_00020 100 100 100
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Fig.2- 8 Lead time comparison in Exp.2, n = 10 
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Fig.2- 9 Facilities utilization comparison in Exp.2, n = 10 
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Fig.2-7 に示した n = 3 の場合と同様に，(1) モノづくりの分散化なしと(2) モ
ノづくりの分散化ありの両方のケースで設備稼働率 100%付近に，設定値であ
る生産計画に対して生産能力が不足した設備であるボトルネックの存在を示す
局所的なピークがみられた．n = 3 の場合ではこのピークの度数に変化はなか
ったが，n = 10 では，このピークの度数が約 1 桁減少している．これは，クロ
スソーシングの可否は当該プロセスを処理するスキルをクラウドマニュファク
チャリング上の他企業が保有しているか否かによって決まるため，n = 3 では
候補が少なくクロスソーシング先となる他企業が存在しなかったプロセスが，
n = 10 では選択候補が増えた為，クロスソーシングが可能となりボトルネック
が解消されたと考える．  
部品の平均月次生産量を比較した結果を Table 2-8 に示す．(1) モノづくり
の分散化なしに比べ， (2) モノづくりの分散化ありでは，すべての企業にて平
均月次生産量が増加した．全体では部品の月次生産量の平均値が 16%向上し，
モノづくりの分散化による生産効率の向上が確認出来た．  
 
Table 2- 8 Average throughput in Exp.2, n = 10 
 
Unit
Average throughput [Parts/Month]
(1) No cross sourcing (2)-(a) Transportationcost min.
(2)-(b) Manufacturing
cost min.
Co_00011 684 839 840
Co_00012 576 577 577
Co_00013 736 993 993
Co_00014 751 1020 1019
Co_00015 419 424 424
Co_00016 748 770 770
Co_00017 453 506 507
Co_00018 536 662 662
Co_00019 365 365 365
Co_00020 252 252 252
Total 5520 6408 6409
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2.6  結 言 
本研究では，ネットワークで連結された複数の企業が工程単位でモノづくり
を分散化するクラウドマニュファクチャリングの生産性への効果を検証するた
め，CM モデルを採用し，離散事象シミュレーションの手法を用いて生産性に
対する有効性を検証した．最も効果が大きいと仮説した受注生産型製品を評価
した結果，納期遵守率の向上，製造リ－ドタイムの短縮，設備稼働率の向上な
ど生産性の向上が確認でき ,その効果は参加企業数の増加に伴い向上する傾向
を確認した . 
しかし，その生産性向上の効果があまりにも大きいことが疑問として残る．
更に，実際の産業でクラウドマニュファクチャリングを実現する為には，生産
性向上メリットが，物流や作業外注費による追加コストといったデメリットに
対して十分大きいことが条件となる．そこで次章では，シミュレーションモデ
ルを簡易化して，実際の取引の動きを可視化し輸送頻度を評価する．  
また，クラウドマニュファクチャリングの実現においては，引用した Wu ら
の文献  [17]に記載されているサービスアーキテクチャに加えて，企業間で製品
情報をやり取りする際のセキュリティや契約に関する考慮も必要になり，これ
らは国際電気標準会議 (International Electrotechnical Commission; IEC)や国
際標準化機構(International Organization for Standardization; ISO)などで議
論されている次世代モノづくりに関する標準化活動を注視する必要がある．
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第３章 管理付エージェント型 
クラウドマニュファクチャリングモデル 
 
3.1 緒 言 
第 3 章では，第 2 章で評価したクラウドマニュファクチャリングモデル(CM
モデル)の課題を整理し，より実際の業務に準じたモデルに改良することを目的
とする．  
3.2 節では，前章の CM モデルの問題点を追加実験により明らかにし，3.3
節で CM モデルの改良点を説明する．また，3.4 節では，新モデルによる効果
の再検証結果を示し，3.5 節に全体をまとめる．  
 
3.2 クラウドマニュファクチャリングモデルの課題 
3.2.1 CM モデル評価結果の再考察  
第 2 章では，ディスクリート型のモノづくりを対象に，クラウドマニュファ
クチャリングによるつながる工場のモデル開発と企業間で作業を相互委託する
ことによる生産性向上の効果を検証した．このとき用いた，Fig.2-4 CM モデル
を下に再掲する．  
 
Fig.2-4 Crowd manufacturing model (CM model) 
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本モデルでは，先行研究である貝原，藤井[20]が提案した Virtual Enterprise
モデルに上下の矢印で示す層間の告示を加えることで，製造工程を示す Unitxx
間で工程能力を融通することを可能とした．これにより，ある企業において，
ある加工設備を使ったプロセスが設備数不足などによってボトルネックとなっ
た場合，クラウドマニュファクチャリング上の当該プロセスを処理可能な他の
企業へ作業を委託することが可能になり，設備能力を超える生産が可能になり，
製造コストを抑えることが出来る．また，作業委託先の企業にとっても，設備
稼働率が向上し，自社の固定費を間接的に低下出来ると考える．  
2.5 節に記載した実験では，上記の CM モデルで表現された企業群が 2.4.2
項の設計 BOM および製造 BOM で表現される製品を製造する状況を想定し，
離散事象型シミュレーションにより，製造リードタイムや納期遵守率及び設備
稼働率に対する有効性を評価した．製造リードタイムに対する評価結果 Fig.2-8
を再掲する．本図の横軸には，製品の製造リードタイム(LT)を設定した作業時
間の総和(RPT)で割った生産性指標，縦軸はその頻度を示している．(1)は，全
ての企業が，自社のみで製品を製造する従来型製造モデルに対する結果， (2)
は，全ての企業がクラウドマニュファクチャリングへ参加して，(a)輸送コスト
最小型でモノづくりを分散化した結果を示す．  
 
 
Fig.2-8 Lead time comparison in Exp.2, n = 10 
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本評価の結果，(1) モノづくりの分散化なしでは，製造リードタイム(LT)/正
味作業時間 (RPT)の比が  100 倍以上に長い結果となる製品が 50%程度存在し
ていた．一方，(2) モノづくりの分散化ありでは，LT/RPT が 100 以上の製品
が 1%以下に改善した．  
本結果から，クラウドマニュファクチャリングが生産性の向上に有効である
ことを確認した．しかし，その生産性向上の効果があまりに大きすぎることが
疑問として残る．また，製造委託で製品を作る場合，加工費に加えて輸送費が
掛かる為，コストを抑える為には自社作業を増やし，輸送回数を最小にするこ
とが望ましい．  
 
3.2.2 クラウドマニュファクチャリングモデルの追加実験  
そこで，CM モデルの中で実際の取り引きがどのように行われているのかを
確認する為，以下の追加実験を行った．  
追加実験の条件を Table 3-1 に示す．本実験では，各企業間での製造委託の
動きを可視化して捉えることを目的とし，5 つの企業が 1 つの部品，7 工程か
らなる製品をそれぞれ 1 つ製造する単純なモデルを作成した．  
 
Table 3- 1 Parameter settings of additional experiment 
 
 
実験の結果を Fig.3-1 に示す．左 2 枠の A～E は企業，a～e は製品名，右枠
には各製品の製造来歴を製造した企業毎に模様分けして示している．例えば，
A 社の製品 a は，最初 C 社に製造委託され，A 社に戻った後，E 社，C 社，B
社，E 社の順に委託され完成している．  
Parameters Value
Number of unit 5
Number of products in units (NPrd) 7
Number of parts in products (NPart) 1
Number of processes in parts production (NPrc) 10
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Fig.3- 1 Additional experiment result of CM model 
 
追加実験の結果，一つの製品を仕上げる時の平均自社作業率は 23%，平均輸
送回数は 5.6 回であることが判った．この結果から，前章で設定した CM モデ
ルでは，製品が仕掛かったときに装置に空きがある企業を探してすぐに委託す
る為，製造リードタイムの短縮には効果があるが，自社作業率が低下し輸送回
数が増える為，製造コストを増加させていることが判る．また，実際の製造委
託では，委託した部品は一度，自社に戻して検査してから次工程に流すのが品
質管理において必要なプロセスである為，このように委託先から別の委託先に
移して製造するような工程は通常組まない．  
このように，前章の CM モデルは，製造コスト，品質管理プロセスの両面で
問題があることが判った．  
 
3.3 管理付エージェント型クラウドマニュファクチャリングモデル開発 
3.3.1 クラウドマニュファクチャリングモデルの問題点と修正方針  
Fig.2-4 に記載の CM モデルは，層間の告示を加えていることにより，自社
の工程で仕掛かった製品をどの会社の層にでも製造委託出来るようになってい
るが，その時，自社工程を優先するロジックが無い．その為，一度，他社に委
託された製品は自社の装置が空いていたとしても，最も距離が近いかコストの
低い会社に再委託される．また，納期に遅れるなどの判定が無いまま他社に作
業委託される為，無駄に輸送時間を増やしてしまうことが問題となる．その結
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果，製造リードタイムは短くなるが，自社作業比率が落ち，輸送回数が増加し
ていると考えられる．  
そこで，層間 (各企業，工程間 )での直接取引を制限する為，生産計画の単位
を企業毎のエージェントに分配することで自社の工程を優先して計画し，自社
内で納期までに作業が完了しない場合のみ，最も待ち時間の長い工程を，管理
層を通して生産委託するモデルを考案した．この改良した管理付エージェント
型クラウドマニュファクチャリングモデルを Fig.3-2 に示す．  
 
 
Fig.3- 2 Agent type crowd manufacturing model 
 
本改造モデルでは，従来モデルの層間の告示を禁止し，一度，企業を表すエ
ージェント (Agent)内で全ての生産計画に対する設備の稼動計画をシミュレー
ションし，その結果により他社に提供可能なリソース(Resource)とその空きス
ケジュール(Vacancy)を管理層(Supervised Layer)に告示する方式とした．管理
層は，複数社の提供可能なリソースと空きスケジュールが蓄積される．ここで，
自社の設備のみで製造した場合に納期遅延する製品が発生した企業は，管理層
にある提供可能なリソースと空きスケジュールのリストから，最適なリソース
を引き当てる．この引き当てたリソースを利用して稼動計画を再シミュレーシ
ョンすることで，納期遅延の発生しない生産計画を完成させる．  
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3.3.2 管理付エージェント型クラウドマニュファクチャリングモデル 
本章で提案する管理付エージェント型クラウドマニュファクチャリングモデ
ルは，2 段階で生産を計画する．まず，Fig.3-3 に示す処理フローに従い，生産
計画を入力して，企業別に離散事象型シミュレーションを分散実行し，自社へ
の能力融通の要否，および他社への能力融通の可否を調査する．  
 
 
Fig.3- 3 Distributed simulation flow of Agent-type CM model 
 
以下に処理の流れを示す．  
(1) シミュレーション実行に必要な部品の投入日時，期限，数量などの生産
計画を読み込む．  
(2) 部品製作フローおよび製作工程の作業時間データ，M-BOM を読み込む． 
Start
(1) Load Production Plan
(2) Load M-BOM Including 
Mfg. Flow & Process Times 
(4) Run Mfg. Simulation
(5) Make  Mfg. Schedule
(6) Upload Resource Operation Schedule to
Supervised Layer
End
(3) Load Mfg. Resources Info.
(Facilities, Workers)
- Production Schedule
- Resource Operation Schedule
(Input Date, Due date, Volume)
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(3) 生産設備および作業者などの生産リソース情報を読み込む． 
(4) 生産シミュレーションを実行する．生産シミュレーションは，すべての
製造物の工程別作業スケジュールを作成する． 
(5) 生産シミュレーションの結果により，生産計画と生産リソースの稼動ス
ケジュールを作成する． 
(6) 生産シミュレーションの結果として得た生産リソースの稼動スケジュー
ルから，各生産リソースの不稼動時間を抽出し，管理層へアップロード
する． 
 
処理(6)における Agent と管理層の情報やり取りを表現するシーケンス図を
Fig.3-4 に示す．処理(6)では，生産シミュレーションにより出力されたすべて
の企業 Agent において，すべてのリソースのスケジュールを管理層へ登録する． 
 
 
Fig.3- 4 Sequence diagram for procedure (6) in the flow (Fig.3-3) 
 
Fig.3-5 に，管理層を通じた能力融通の処理フローを示す．企業毎のエージ
ェントは，このフローに従い， 生産計画が遵守できない部品を抽出し，その部
品製造におけるボトルネックを自社への能力融通が必要な設備とし，他社から
の能力融通による生産計画の遵守可否を評価する．  
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Loop[All 
Resources]
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Fig.3- 5 Resource sharing process flow 
 
以下に処理の流れを示す．  
(1) シミュレーション実行に必要な部品の投入日時，期限，数量などの生
産計画を読み込む． 
(2) 部品の製作フローおよび製作工程の作業時間データを含む M-BOM を
読み込む． 
(3) 生産設備および作業者などの生産リソース情報を読み込む． 
(4) 生産シミュレーションを実行する． 
(5) 生産シミュレーションの結果により，生産計画と生産リソースの 
稼動スケジュールを作成する． 
(6) 作成した生産計画において，製作対象の部品全てが(1)で読み込んだ期
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限を遵守出来るかをチェックし，全ての部品が期限遵守出来る場合， 
生産計画を確定して，終了する． 
(7) 納期遵守できない部品がある場合，その部品の製作において待ち時間
が長く，ボトルネックとなるリソースの情報を管理層に伝達し， 
融通のリクエストをする． 
(8) 管理層から，融通可能なリソースとその提供可能スケジュールを受取
る． 
(9) 提供されたリソース情報を利用可能なリソースとして追加し， 
(3)に戻り，(4)以下の再シミュレーションを実行する． 
 
能力融通へは，地理的に近い企業を優先的に割り当て，ボトルネック設備が
解消され，生産計画が遵守出来るまで，繰り返し計算を実行する．   
Fig.3-5 における処理(7)，(8)，(9)において，Agent と管理層の情報やり取り
を表現するシーケンスを Fig.3-6 に示す．  
まず，(7)Agent から管理層へリソース融通のリクエストを行い，融通可能な
リソースが存在する場合，(8)融通されるリソース情報と提供企業の位置情報を
Agent へ回答し，(9)Agent では融通されたリソースを利用可能なリソースとし
て追加し，管理層へはリソースの使用予約を行う．融通可能なリソースが存在
しない場合，Agent と管理層の情報やり取りはない．  
 
 
 
44 
 
 
 
Fig.3- 6 Sequence diagram for procedures (7),(8) and (9)  
in the flow (Fig.3-5) 
 
 処理(8) では，融通されるリソースの探索を以下のマッチング問題として
定式化し，ディスパッチングルールで引当て処理を行う．  
 
リソースを要求する Agent のパラメータ(Requesting Agent) 
 C : Agentの位置  
 R : 要求したリソース  
 Q : 要求数量  [個] 
 L : 要求日時  
 U : 納期  
 
 
 
 
Agent
Supervised 
Layer
Request Resource [Resource name, period] 
Alt [Found Resource] 
[Not Found Resource] 
Resource Offer [Resource name, location] 
No Offers
Send Reservation [Resource name, period] 
Add Resource [Resource name, period] 
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リソースを提供する Agent のパラメータ(Offering Agent)  
 Ci : Agentの位置  
 Ri : 提供リソース  
 Li : 開始日時  
 Ui : 週量日時  
 mi : 提供可能時刻の最小値  [秒] 
 Si : スループット  [個 /秒] 
 Pi : 製造単価  [¥/秒] 
 
他のパラメータ  
 S : 移動スピード  [km/秒] 
 P : 輸送単価  [¥/km] 
 Di : C と Ci の距離[km] 
 TTi = Di/S :輸送時間[秒] 
 M : 大きな定数(Big-M 法) 
 
決定変数  
 si : 提供リソース i におけるリソース使用開始時刻  
 ei : 提供リソース i におけるリソース使用終了時刻  
 Ai : 提供リソース i の選択  [バイナリ値] 
 
その他変数 
 Ti = ei - si: 提供リソース i における処理時間  
 Qi = TiSi : 生産量  [個] 
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Fig.3- 7 Schematic diagram of resource matching  
 
リソース要求と 2 つのリソース提供の間のマッチング問題の模式図を
Fig.3-7 に示す．このとき，処理時間と輸送時間は要求エージェントのタイム
ウィンドウ  [L;U]の間に収まらなければならない．このマッチング問題は以下
の通り定式化出来る．  
 
𝑚𝑖𝑛∑𝑇𝑖𝑃𝑖  +  2𝐷𝑖𝑃𝐴𝑖                 (3-1) 
   Subject to (𝑅 − 𝑅𝑖)𝐴𝑖        ∀𝑖                  (3-2) 
𝐿𝑖  ≤ 𝑠𝑖  ≤  𝑒𝑖 ≤  𝑈𝑖        ∀𝑖                 (3-3) 
𝑄 ≤ ∑𝑄𝑖       ∀𝑖                 (3-4) (𝐿 +  𝑇𝑇𝑖)𝐴𝑖  ≤  𝑠𝑖      ∀𝑖                 (3-5) 
𝑒𝑖  +  𝑇𝑇𝑖  ≤  𝑈 +  (1 −  𝐴𝑖)𝑀      ∀𝑖                 (3-6) 
𝑇𝑖  ≤  𝑚𝑖𝐴𝑖      ∀𝑖                 (3-7) 
𝑀𝐴𝑖 ≤  𝑇𝑖      ∀𝑖                 (3-8) 
𝐴𝑖  ∈ {0,1}        ∀𝑖                 (3-9) 
 
 
L U
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定式について，以下説明する．目的関数(3-1)はマッチングに要する総コスト
を最小にすることである．提供されたリソース iにおける製造コストはTiPiであ
る．ここで，提供されたリソース iが利用されなかった場合，処理時間Tiはゼロ
になり，結果として製造コストはゼロになる．また，輸送コストは，2DiPAiで
あり，提供されたリソース iが利用されなかった場合，輸送コストはゼロとなる．
ここで，DiPAiが片道の輸送コストであり，係数2は往復の輸送を考慮するため
である．  
式(3-2)は，要求リソースと提供リソースの型が同じであるという制約を表す．
この制約により，管理層に格納されたすべてのリソースから，要求リソースと
同じ型のリソースのみを抽出することが出来る．式(3-3)は，リソースの使用時
間が提供リソースの提供可能時間以内であり，負でないという制約を表す．式
(3-4)は，生産数は要求量よりも小さくならないという制約を表す．式 (3-5)は，
提供リソース iが選択されたときAi=1，L + TTi≦si，処理前の輸送は要求日時よ
りも前に発生しないという制約を表す．一方，提供リソース iが選択されないと
きは，この制約式は無効となる．式(3-6)は，提供リソース iが選択されたとき
Ai=1，ei + TTi ≦  U，処理後の輸送は納期よりも後に発生しないという制約を
表す．提供リソース iが選択されないときは，この制約式も無効となる．式(3-7)
は，提供リソース iが選択されたときAi=1，Ti ≦  mi，処理時間は提供可能時間
よりも短くなければならないという制約である．提供リソース iが選択されない
ときは，この制約式も無効となる．式(3-8)は，提供リソース iが選択されないと
きAi=0，0 ≧  Tiとなるようなゼロ以下の処理時間が存在しないという制約を
表す．ここでリソース iが選択された場合，この制約式は無効となる．  
 
3.3.3 管理付エージェント型 CM モデルの機能検証  
管理付エージェント型 CM モデルの機能を検証した．実験の条件は，Table 
3-1 に示した条件と同じである．本実験では，各企業間での製造委託の動きを
可視化して捉えることを目的とし，5 つの企業が 1 つの部品 7 工程からなる製
品をそれぞれ 1 つ製造するモデルを作成した．  
実験の結果を Fig.3-8 に示す．左 2 枠の A～E は企業，a～e は製品名，右枠
には各製品の製造来歴を製造した企業毎に模様分けして示している．例えば，
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A 社の製品 a は，最初 A 社で製造され，D 社に製造委託され，完成している．
図 4 で示した，従来モデルと比較し，平均自社作業率は 46 ポイント向上し，
平均輸送回数は 1.2 回に低減された．集計の結果，製造リードタイムは，従来
CM モデルでは平均 36 日であったのに対し，提案した管理付エージェント型
CM モデルでは 34 日となり，同程度の結果が得られることがわかった．  
 
 
Fig.3- 8 Additional experimental result on Agent type CM model 
 
以上の結果から，管理付エージェント型 CM モデルにより，自社作業率を向
上させ，輸送回数を減らすことが可能となり，より実際の業務に準じたモデル
に改良することが出来た．また，製造リードタイムの削減効果に関しても同等
の性能が得られることが判った．  
 
3.4 管理付エージェント型 CM モデルによる有効性の再検証 
2.5.2 項の実験結果と同じ条件で，参加企業数 n = 10 のケースに対するシミ
ュレーション実験を実施した．Table 3-2 に，参加企業の設定値を示す．本シ
ミュレーション実験では，参加企業の部品別月次生産量 (投入量)は平準化され
ており，変動がない状況を想定した．  
 
 
 
a
b
c
d
e
Prod
uct
Manufacturing process timeline by company
(A B C D E )
A
B
C
D
E
Com
pany
 
 
49 
 
Table 3- 2 Simulation settings of Add-Exp.1, n = 10 
 
 
製造リードタイムを比較した結果を Fig.3-9 に示す．各グラフにて，横軸は，
設定した作業時間の総和に対し待ち時間を含む製造リードタイムの比 LT/RPT，
縦軸は対数スケールの度数を示す． (1) モノづくりの分散化なしでは，LT/RPT
が 100 以上となる製品が 50%程度存在していた．一方，(2) モノづくりの分散
化ありでは，それが 30%程度に減少し，第 2 章の結果ほど劇的ではないが，リ
ソース融通の効果が確認出来た．  
 
 
Fig.3- 9 Lead time comparison in Add-Exp.1, n = 10 
  
Unit Prod. Num. Parts Num. Input Rate [Prod/Month]
Co_00011 7 276 3
Co_00012 3 142 4
Co_00013 6 320 3
Co_00014 8 334 3
Co_00015 4 104 4
Co_00016 6 251 3
Co_00017 3 162 3
Co_00018 2 159 4
Co_00019 2 116 3
Co_00020 2 63 4
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3.5 結 言 
本章では，第 2 章で報告した CM モデルの自社作業率の低下，輸送回数の増
加などによる製造コスト増加の問題を解消するため，管理付エージェント型
CM モデルを考案し，シミュレーション実験により評価した．  
CM モデルは，管理層を設けることで各企業，工程間の直接取引を制限し，
計画系を Agent 化することで生産計画の単位を企業毎に分離した．その結果，
自社内で納期までに作業が完了しない場合のみ，最も待ち時間の長い工程を生
産委託することが可能になり，CM モデルの製品が仕掛かったときに装置に空
きがある企業を探してすぐに委託する問題点を解決することが出来た．  
機能検証の結果，平均自社作業率の 46 ポイント向上，平均輸送回数の 4.4
回低下による，製造コスト低減効果を確認した．また，このようにボトルネッ
クとなる最低限の工程のみを社外に作業外注する方式は，現在の作業外注の決
定プロセスと同じであり，これにより，作業外注費，物流費を削減した上で生
産性を向上することが可能になる．  
次章では，このエージェント型 CM モデルを用いて，営業時間や製品種など
経営形態の異なる企業が混在するケースでクラウドマニュファクチャリングを
行った場合，どのような組み合わせや条件化で最大の効率を得ることが出来る
かを評価することで，実業でクラウドマニュファクチャリングを利用する際の
構成要件を見極める．  
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第４章 クラウドマニュファクチャリングの構成要件 
 
4.1 緒 言 
第 4 章は，第 2 章，第 3 章で定義した製品 -製造 BOM，管理付エージェント
型 CM モデルを用いて，クラウドマニュファクチャリングにおけるモノづくり
の分散化の効果を最大化するシステムの構成要件をシミュレーション実験によ
り見極めることを目的とする．  
 
本章で評価するシステム構成要件としては，以下の項目を設定した．  
(1) システム構成企業数  
(2) 企業間の業務類似性  
(3) リソ－ス提供企業の割合  
 
以降，4.2 節で実験条件を示し，4.3 節で構成企業数，4.4 節に業務類似性，
4.5 節にリソ－ス提供企業の割合の評価結果と考察を示し，最後に 4,6 節で実
験結果をまとめる．また，詳細な実験結果に関しては 4.7 節に示す．  
 
4.2 実験条件 
 4.1 節記載の(1)～(3)構成要件を評価するに当り，以下の実験を行った．  
各構成要件の評価条件一覧を Table 4-1 に示す．  
 
Table 4- 1 Experimental parameter of CM system configuration 
 
 
  
 
Experimental parameter Configuration
(1) Number of company (N) 10, 20, 40
(2) Business similarity 10%, 30%, 50%
(3) Resource provider rate (P/N) Rate of over capacity: 10-90%
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本実験は，以下の手順で行った．  
 
【実験手順１】設計-製造 BOM，企業データの作成  
Fig.2-5 記載の設計-製造 BOM 定義に従い，評価に用いる共通部品表を作成
する．今回の評価で用いた条件を Table 4-2 に示す．  
 
Table 4- 2 Parameter settings for BOM generation 
 
 
今回の評価では，上記の条件範囲から乱数を用いて 500 種類の部品
(Pa_XXXXX)を作成する．また，各部品に振り分けられた製造プロセス
(Prc_XXXXX)には，受注生産型製品である産業機械を製造する工場の実作業時
間から作成したポアソン分布を用いて，ランダムに生成した作業時間を割り付
ける．  
 次に，作成した 500 種類の部品を組合せて，企業毎に製品(P_XXXXX)を作成
する．この時，Table4-1 の条件に従い，評価項目(2)として製造 BOM に含まれ
る製造プロセス (Prc_XXXXX)の一致が規定の割合 (10％ ,30％ ,50％)になるよう
に部品を抽出する．企業毎の製品の数は，Table 4-2 の Nprd の範囲でランダム
に生成する．また，生成した企業の稼働日は 24 時間稼動とし，所在地は日本
の主要 19 都市からランダムに設定する．  
 
 
 
Parameters Minimum value Maximum value
Number of products in units
(NPrd)
10 100
Number of parts in products
(NPart)
1 10
Number of processes in parts
production (NPrc)
3 20
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【実験手順２】仕事量の設定  
手順１で設定した製品 (P_XXXXX)に対して，6 ヶ月以内の周期で生産数量・
納期を月単位で設定する．各製品の生産数量および，周期はランダムに決める．  
 
【実験手順３】リソ－ス提供企業の決定  
 Table 4-1 の項目(1)構成企業の総数 N を満たすように，評価対象の企業を実
験手順２までに作成した母集団から抽出する．抽出した N 社の企業は，数量・
納期が自社の生産能力を超えており，他社の助けが必要な企業(C: Consumer)
と生産リソ－スに十分な余裕があり，他社を助けることが出来る企業 (P: 
Provider)に分類する．この時，C と P の割合である評価項目(3)の P/N (10-90％，
10％単位)は，実験におけるパラメータとして扱う．他社を助けることが出来る
企業 P に設定した企業に対し，ウォーミングアップ期間 2 年，評価期間 5 年の
ディスクリートイベントシミュレーションを複数回繰り返し，与えられた数
量・納期を満たすよう，ボトルネック工程の設備台数を順次増やし，生産能力
を設定する．さらに，他社を助けることが出来る企業 P は，ボトルネック解消
後に，各工程の設備を 2 台ずつ増加させ，他社を助けるための生産能力余裕を
設定する．  
 
【実験手順４】シミュレーション評価  
実験手順１から３で作成したデータセット(企業 N，製品数，プロセス数，作
業時間，生産数量，納期，生産能力)を用いて，3.3.2 項に記載の管理付エージ
ェント型 CM モデルを用いて，シミュレーション実験を行う．このとき，対照
実験として，企業間のリソース融通なしのシミュレーションをあらかじめ実行
しておくことで，リソース融通ありの場合の設備稼働率や納期遵守率などの生
産性指標の改善効果を定量化する．  
本研究では，構成企業数，業務類似性をパラメータとして，これらのパラメ
ータによる効果の程度を定量的に評価した．この定量的評価は，同一のパラメ
ータ設定に対し，企業構成および企業が製造する製品構成を変えた実験を数十
回実施し，統計的手法に基づき集計した．また，本実験では，2 章，3 章の実
験と同様に  Siemens 社の Plant Simulation ®を用いて離散事象シミュレーシ
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ョンモデルを構築し，実験を行った．各工程における処理順序を決めるディス
パッチングルールは FIFO を採用した．本実験は，納期順守率およびリソース
の稼働率で効果を検証した．  
 
納期順守率 OFR は，式(4-1)により定義される．  
plan
sim
N
NOFR =                        (4-1) 
 
ここで，Nsim は，シミュレーションにより算出した，集計期間における納期
を遵守した製品の数量，Nplan は，集計期間における予定した生産数量である．
ここで集計期間は，シミュレーション期間の 5 年間とする．  
 
リソースの稼働率 U(T)は，式(4-2)により定義される．  
 
T
PT
TU
n
i
i∑
== 1)(                                                     (4-2) 
 
ここで，PTi は対象とするリソースにおいて，i 番目に製造する製品の作業時
間である．  
 
4.3 システム構成企業数の影響 
本節では，構成企業数の影響を評価するシミュレーション実験の結果を説明
する．ここでは，企業間の業務類似性が 30%の場合に対し，納期遵守率の改善
率における構成企業数の影響を，企業数 N=10，20，40 の各々の場合で評価し
た結果を Fig.4-1 に示す．横軸はリソ－ス提供企業の割合 P/N を示し，縦軸は
納期遵守率の改善率を示す．□が N=10 の場合，▲が N=20 の場合，※が N=40
の場合を示す．全企業におけるリソースを提供出来る企業の割合増加に伴い，
納期遵守率の改善率は増加する．この傾向および改善率の絶対値は N に依存せ
ず，すべての場合で同程度であることが判る．  
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Fig.4- 1 Improvement of order fulfillment by number of company 
 
 企業間の業務類似性が 30%で P/N=0.5 の場合に，リソース稼働率の改善に対
する構成企業数の影響を評価した結果を Fig.4-2 に示す．横軸は構成企業数を
示し，縦軸はリソース稼働率の改善率を示す．ここで，リソース稼働率の改善
率は融通したリソースのみを集計対象とした．  
Fig.4-2 の結果から，クラウドマニュファクチャリングによりリソース稼働
率が 1.5pt 程度改善していることが判る．また，リソース稼働率の改善率は，
その中央値が企業構成数に依存しないことが判った．ただし，企業構成数の増
加にともない，改善率のバラツキが減少している．これは，構成企業数の増加
にともない，仕事を融通する先のリソースが見つけやすくなり，再現性が上が
った結果と考えられる．  
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Fig.4- 2 Improvement of resource utilization by number of company 
 
4.4 業務類似性の影響 
 本節では，業務類似性の影響を評価するシミュレーション実験の結果を説明
する．Fig.4-3 は，横軸にリソースを提供出来る企業の割合 P/N,縦軸に提供さ
れたリソ－スの数を業務類似性毎に示している．各グラフの比較により，構成
企業数 N の増加にともない，企業間で融通されるリソース数は増加するが，企
業間で融通されるリソース数は提供企業の割合が 0.5 周辺でピークになってお
り，業務類似性 30％が最も多い結果となった．  
次の Fig.4-4 に，リソース稼働率の改善率とリソ－ス提供企業の割合 P/N の
関係を業務類似性別に示す．各グラフにおいて，横軸はリソ－ス提供企業の割
合 P/N を示し，縦軸はリソース稼働率の改善率を示す．各グラフの比較により，
リソース稼働率の改善率は，構成企業数と業務類似性のどちらにも依存ぜず，
リソース提供企業の割合が増えると可動率が低下することが判る．これは，需
要に対して供給の割合が増えていることによって起こる通常の現象である．   
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Fig.4- 3 Number of provided resources by business similarity 
0
5000
10000
15000
20000
25000
30000
35000
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
N=10
N=20
N=40
N
um
be
r o
f 
pr
ov
id
ed
 re
so
ur
ce
s
Business Similarity = 30%
Business Similarity = 10%
0
5000
10000
15000
20000
25000
30000
35000
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
N=10
N=20
N=40
Business Similarity = 50%
0
5000
10000
15000
20000
25000
30000
35000
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
N=10
N=20
N=40
P/N ratio
P/N ratio
P/N ratio
N
um
be
r o
f 
pr
ov
id
ed
 re
so
ur
ce
s
N
um
be
r o
f 
pr
ov
id
ed
 re
so
ur
ce
s
 
 
60 
 
 
 
 
 
Fig.4- 4 Improvement of resource utilization by business similarity  
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これらの結果から，今回の評価モデルでは業務類似性が 30％の状態で融通可
能なリソースを使い切り，50％の状態はカニバリゼーションを起こして効果が
高止まりしていることが判った．その為，業務類似性は高すぎても逆効果に働
くことが判り，クラウドマニュファクチャリングの構成においては適度に様々
な業種が混在していることが望ましいことが判った．  
 
4.5 リソ－ス提供企業割合の影響 
 企業数 N=10 の場合の納期順守率とリソ－ス提供企業割合 P/N の関係を
Fig.4-5 に示す．横軸はリソ－ス提供企業割合 P/N を示し，縦軸は納期遵守率
の改善率を示す．結果，リソース提供企業の割合増加に伴い，改善率が増加す
る傾向を確認した．また，Fig.4-3 に示したリソース提供企業の割合と融通リ
ソース数の関係が P/N=0.5 でピークをもつことから，リソースの提供は 0.5 を
超えても，それ以上の納期改善効果は得られないことが判る．  
 
 
Fig.4- 5 Improvement of order fulfillment rate in N=10  
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4.6 結 言 
本章では，3.3.2 項に記載の管理付エージェント型 CM モデルを用いて，シ
ミュレーション実験を行い，クラウドマニュファクチャリングにおけるモノづ
くりの分散化の効果を最大化するシステムの構成要件をシミュレーション実験
により見極めた．  
実験の結果，クラウドマニュファクチャリングの納期遵守率に対する効果は
構成企業の数に依存しないが，構成企業の数が増えると再現性が増すことが判
った．また，リソース稼働率の改善率は，構成企業数，企業間の業務類似性の
どちらにも依存せず，需要と供給の関係で来まることが判った．更に，クラウ
ドマニュファクチャリングを構成する企業の業務類似性が高すぎるとカニバリ
ゼーションを起こして逆効果になる為，様々な業種の事業が参加していること
が効果的であることが判った．  
 
  
 
 
63 
 
4.7 実験結果 
本節では，4.2 節で定義した実験方法に基づき行った実験結果の詳細を示す．
図中の P/N は Table 4-1 に定義した Work volume を示しており，実験条件と
して 0.1 から 0.9 までの結果を示す．また，各グラフは縦軸を頻度，横軸を設
備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]を示している．  
 
実験条件と図表の関係は，Table 4-3 の通りである．  
 
Table 4- 3 Experimental condition and graph ID 
 
 
  
No.
Experimental parameter
Graph ID.Number of
company(N)
Business
similarity
Work
volume(P/N)
1 10 10 0.1-0.9 Fig.4-6
2 10 20 0.1-0.9 Fig.4-7
3 10 40 0.1-0.9 Fig.4-8
4 20 10 0.1-0.9 Fig.4-9
5 20 20 0.1-0.9 Fig.4-10
6 20 40 0.1-0.9 Fig.4-11
7 40 10 0.1-0.9 Fig.4-12
8 40 20 0.1-0.9 Fig.4-13
9 40 40 0.1-0.9 Fig.4-14
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【実験結果１】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 10％ ，グループ規模 10 社  
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Fig.4- 6 Experimental results 1, 
business similarity 10%, number of company 10 
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【実験結果 2】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 10％ ，グループ規模 20 社  
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Fig.4- 7 Experimental results 2, 
business similarity 10%, number of company 20 
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【実験結果 3】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 10％ ，グループ規模 40 社  
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Fig.4- 8 Experimental results 3, 
business similarity 10%, number of company 40 
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【実験結果 4】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 30％ ，グループ規模 10 社  
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Fig.4- 9 Experimental results 4, 
business similarity 30%, number of company 10 
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【実験結果 5】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 30％ ，グループ規模 20 社  
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Fig.4- 10 Experimental results 5 
business similarity 30%, number of company 20 
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【実験結果 6】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 30％ ，グループ規模 40 社  
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Fig.4- 11 Experimental results 6 
business similarity 30%, number of company 40 
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【実験結果 7】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 50％ ，グループ規模 10 社  
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Fig.4- 12 Experimental results 7, 
business similarity 50%, number of company 10 
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【実験結果 8】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 50％ ，グループ規模 20 社  
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Fig.4- 13 Experimental results 8,  
business similarity 50%, number of company 20 
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【実験結果 9】設備融通を受けた企業の納期遅延の改善率[pt]  
【実験条件】 部品の重なり 50％ ，グループ規模 40 社  
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Fig.4- 14 Experimental results 9, 
business similarity 50%, number of company 40 
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第５章 クラウドマニュファクチャリングの将来像 
 
5.1 緒 言 
本章では，本論文で取り上げた新しい生産形態であるクラウドマニュファク
チャリングが将来の社会でどのように活用出来るか，また，その結果どのよう
に社会が変化するのかを考察し，将来に向けた技術開発の方向性を論じる．  
5.2 節では，モノづくりの歴史を振り返り，この先起きると予測されるマス・
カスタマイゼーションに対してクラウドマニュファクチャリングが担う役割を
明確にする．5.3 節では，クラウドマニュファクチャリングを通して，新事業
を作り出すユースケースを想定し，その為に必要な機能を明確にする．5.4 節
では，前節までに明らかになった機能要件に対して，どのような技術が必要に
なるかとその成熟度を論じ，5.5 節に結言としてまとめる．  
 
5.2 マス・カスタマイゼーションの効率化 
モノづくりの歴史は，人の欲しいに答える為に発展してきたと考える．
Fig.5-1 に，自動車のモノづくりの歴史を示す．1910 年代，人は車という新し
い製品を欲しいと思った．そこで，フォードは皆が車を手に入れられるように
生産効率を高め，大量生産方式を開発した．1930 年になると，車は容易に手に
入るようになり，そうすると人は人と違う車が欲しくなり，それに答えるよう
に他社の参入が始まる．また，比較対象が出来た結果，人はより安全で快適な
車，低価格，短納期といった付加価値を求めるようになった．更に，このよう
な多様な要求に答える為，大量生産方式はトヨタに代表されるリーン生産方式
に進化した．  
 
Fig.5- 1 History of Mono-zukuri 
△Competitors appeared
Want a car
Safe and comfortable, low price, fast delivery
“Wants” Diversity
△Globalization
1910s 1950s1930s 1970s 2020s
(Ford) Mass Production (TOYOTA) Lean Production Mass Customization
Want a car different from others
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しかし，人の“欲しい”はさらに多様化していくと予測される．Fig.5-2 に
トヨタ自動車の販売車種数の推移を示す[24]．販売車種の数は，創業時の 2 種
から 2010 年代には 200 種に増えている．これらは，商用に加えてスポーツや
レジャーといった自分の用途に合う車が欲しいというユーザの欲しいに答えた
もので，市場のグローバル化も複雑性を増す要因となっている．更に，この増
加傾向が続くと，2030 年には 400 種程度になると予想される．  
 
Fig.5- 2 Number of car models in Toyota 
 
こうした複雑化するモノづくりに対応する為に近年注目されているのが， マ
ス･カスタマイゼーションである[25]．マス・カスタマイゼーションとは，大量
生産に近い生産性を保ちつつ，個々の顧客のニーズに合う商品を生み出すため
の生産方式である．Fig.5-3 にマス・カスタマイゼーションの事例を示す．  
アメリカのハーレーダビッドソン社は，お客様がフルカスタムバイクを注文
出来る，H-D1TM Bike Builder[26]というウェブサイトを立ち上げた．このカス
タムバイクを製造するヨーク工場は，人とロボットが協調するスマートファク
トリーになっており，一品一様の生産を実現している．また，アメリカのロー
カルモーターズ社[27]は，インターネットコミュニティ上で設計から製造まで
を クラウドソーシングすることで，約 18 カ月でフルカスタムの EV を生産
している．こうしたマス・カスタマイゼーションの取組みは中小企業だけでな
く，フォルクスワーゲン[28]や日産[29]，トヨタ[30]といった大手カーメーカー
でも検討が始まっている。  
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Fig.5- 3 Precedents of mass customization 
 
今後の生産がマス・カスタマイゼーションの方向に動くと仮説したとき，ク
ラウドマニュファクチャリングのようなオープンかつフレキシブルな生産環境
が真に力を発揮すると考える．  
マス・カスタマイゼーションの生産では，製品の仕様決定は従来の製造側か
ら顧客側に移る．これは，消費者である顧客が自身の希望や要求を製造側の企
業に伝えることで要求どおりの製品を入手可能な世界で，従来であればフルオ
ーダーメイドのスーツや靴など，高価かつ納期の長い製品でのみ可能であった．
また，前章までに取り上げた圧縮機などのインフラ機器も社会インフラの要求
仕様に併せて設計する為，このマス・カスタマイゼーションの一部と考えられ
る．その為，前章までに取り上げたように，マス・カスタマイゼーション製造
を個社で行うと生産リソースの可動率低下が起こり，製品の製造原価を押し上
げる問題が発生する．しかし，生産リソース情報をクラウド上に共有し，自社
に存在しない機器や能力を自由に使うことが可能になるクラウドマニュファク
チャリングでは，この問題を解決することも可能になる．  
このときクラウドマニュファクチャリングに必要な機能は，生産に必要なリ
ソースを見つける検索機能，見つけた外部リソースと社内生産の計画を調整す
るスケジューリング機能，外部委託した作業の品質を管理する品質管理機能，
上記一連の費用を決済する決済機能などが上げられる．  
 
 
Local MotorsHarley Davidson
Internet community where engineers,
designers and fans come togetherFull custom bike「 H-D1TM Bike Builder 」 -Website
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5.3 クラウドマニュファクチャリングによる新事業創生 
想定したユースケースを Table 5-1 に示す．本ユースケースの記載には，日
立製作所で開発された Ex アプローチを用いた[31]．本手法では，特定のユー
ザを背景も含めて具体的に想定し，問題が残っているビジネスの立ち上げ期：
STEP①，その先に起きるビジネスオペレーション：STEP②，事業として安定
成長する：STEP③の３つの時系列に対して，理想的な状況，それ実現する為
の課題，課題を解決するソリューションやサービスを検討する．  
 
Table 5- 1 Crowd manufacturing use case  
 
 
今回のケースでは，ユーザとして 38 歳の国立大学准教授 Dr.O を想定した．
Dr.O は，大学卒業後も在学で研究に取り組み，企業での経験は無い．今回，
Dr.O が長年取り組んできたロボット義足の研究が完成を迎え，この研究成果を
出来るだけ多くの苦しんでいる人々に使ってもらいたいと考えている．しかし，
Dr.O の研究成果は個人個人の身体特徴や生活様式に併せて個別に設計が必要
なもので，共同研究を続けてきた大企業は採算性が悪いと判断し，研究成果の
部分的な活用しか考えていない．  
STEP①はビジネスの立ち上げを想定した．ここでの理想的な姿は，研究成
User: Dr.O, male, 38 years old, associate professor of national university
Background: innovative product idea of robotic artificial leg for handicapped
people, he doesn’t have a money and connection in industrial 
circles. But he want to help the all handicapped people.
Business Scenario
① Incubation ② Operation ③ Sustainability
(1) Suitable 
situation
Find a partner to make 
his idea to product
Deliver the product to all 
handicapped people
Continues business growth
(2)
Requirement
•Profitability 
•Know-howto make a 
product
•Commerce
•Supply chain management
•Quality control
•Financial management
•New market
•New product
•Alliance, M&A
(3)
Solution on 
the platform
•CAPP
•Manufacturing 
Simulation
•Social Network
•Electric commerce BPO
•SCM BPO
•IoT data collectionplatform
•Quality control BPO
•Financial BPO
•Global network
•Standard data model
•Hackatthon, ideathon
•Trial piece manufacturing
•Credit limit
•Business simulation
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果を製品するための出資者が見つかることであるが，それを妨げる障害となっ
ているのが，大企業が問題視した採算性である．また，この問題を解決出来る
ビジネス上のアイデアやノウハウを Dr.O は持っていない為，ベンチャー企業
を立ち上げることも出来ない．  
この問題のある状況に対して，クラウド上に人，機械，材料，手法の４M 生
産リソースの性能や価格といった情報が共有されているクラウドマニュファク
チャリングプラットフォームがあると仮定すると，製品製造に掛かる工数や設
備，材料，作る為の工程などを仮想的に構築することが可能であり，仮想上で
はあるが製造工程を組み，製造コストやリードタイムを試算することが可能に
なる．また，試算したコストやプロセスを公開することで，出資者やビジネス
面のアイデアを集めることも可能になると考える．  
このようなユースケースを実現する為に，プラットフォーム上には，設計情
報から製造工程を生成する機能が必要となる．また，生成した工程に対して，
製造リードタイムやコストを試算する生産シミュレーション機能も必要となる．
更には，簡易的なビジネスシナリオやコスト構造を公開し，広く意見を頂く為
のソーシャルネットワーク機能を持つことで，共同出資やコンサル，ビジネス
モデルのハッカソンといった人の資本や知見を集めることも可能になるだろう． 
上記 STEP①を解決し，製造パートナーや出資者が見つかったとして，ビジ
ネスを推進する上では，更なる対応が必要になる．この STEP②での理想の姿
は，当初の目的である全ての苦しんでいる人々に製品を届けられることとした．
ここで，障害となるのは，ビジネスを行う上で最低限必要なユーザ顧客に製品
を認知してもらう広告，資材調達から製造，輸送，配達までのサプライチェー
ン管理，製品の品質管理・クレームへの対応などが必要になる．また，売上利
益が発生する為，納税や出資者への配賦といった財務管理も必要となる．  
このビジネスオペレーションをサポートする機能として，Web を活用した E
コマースや広告代理店への BPO (Business Process Outsourcing)，サプライチ
ェーン上での在庫管理や資材調達の BPO，製造過程の情報を収集する IoT 基盤
とその情報から品質管理や改善を提案する BPO，財務管理の BPO といったサ
ービスが必要となる．  
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STEP②を完了し，事業を始めることが出来たとして，これまでの過程で得
た出資者への配当や従業員への給料支給を考えると企業は成長を続けなければ
ならない．この持続性を問われる STEP③では，新市場の開拓，新製品の開発，
企業間での連携や事業拡大の為の M&A (Mergers and Acquisitions)などが必
要になる．  
クラウドマニュファクチャリングは，その製造工程で頻繁に輸送が発生する
特性上，ある特定地域でまとまった方が効率が良い．しかし，新市場を開拓す
る為には，特定地域を越えて生産や販売を行う必要がある．また，その市場は
規制や法律の異なる海外である可能性が高い．その為，各国に存在しているク
ラウドマニュファクチャリング・プラットフォームは，標準化されたデータモ
デルで運用されていることが好ましい．これにより，STEP①，STEP②で構築
したビジネススキームを他国のクラウドマニュファクチャリング・プラットフ
ォームにコピーすることで，現地生産を伴った海外事業展開が可能になる．  
さらに事業を成長させるには，新製品の開発は必須である．この新製品を
Dr.O が次々と開発するのは困難であり，一人に頼った開発はリスクが高い．そ
こで，企業は多様な人材を集めて，新しいアイデアや技術を取り込む必要があ
る．通常は，雇用によって人材を確保するのであるが，将来はハッカソンやア
イデアソンのような開発のアウトソーシングも可能になるかもしれない．また，
クラウドマニュファクチャリングを用いることで，安価に試作機を作成するこ
とも可能となる．市場が成熟し，市場の中でのシェアが固まってくると，成長
の為に企業連合や M&A が必要になる．このとき，クラウドマニュファクチャ
リングに蓄積されている製造原価や取引量の情報は，与信情報として活用可能
であり，また，M&A 効果をシミュレーションで検証することも可能となる．  
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5.4 クラウドマニュファクチャリングの将来像 
5.2 節と 5.3 節で仮説したユースケースで必要とした機能を Table 5-2 に記す． 
 
Table 5- 2 Crowd manufacturing function 
 
これらの機能がクラウドマニュファクチャリングに実装されることにより，
企業間で生産リソースを融通し資本生産性を上げることやアイデアをもった新
しい事業者にリソースや BPO サービスを提供して起業を支援することも可能
になる．また，既存の企業が機能を利用することでオペレーションや開発にか
かるコストを低減することも可能である．しかし，この仮説は，上記機能がク
ラウド上で自動化され安価に提供されていることが前提となる．Table 5-3 に
各機能の自動化状況を示す．表中の右 3 列は自動化のレベルを示しており，
Level 1 は IT 技術を使っているが人が業務を行っているもの，Level 2 はほぼ
自動化出来ているが最終判断や調整を人が行っているもの，Level 3 は完全に
自動化可能なものを示している．  
Function Feature
1 Search Find a suitable resource for work outsourcing in cloud system
2 Scheduling Control the schedule between order placement and accepter
3 Quality control Monitoring of manufacturing process and quality
4 Settlement Settlement of order based on agreement or rule
5 Process planning Planning a process to make product
6 Manufacturing simulation Simulate a manufacturing process based on resource limit 
and order fulfillment
7 Social network Communicationsupport between stakeholders
8 Advertisement Commerce support or outsourcing support 
9 Supply chain management Planning and execution of products and their parts, 
materials
10 IoT data collection Data collection and storage of equipment, material and 
workers
11 Financing State a business model and process plan for investor
12 Global network Data transfer among crowd manufacturing systems
13 Credit limit Credit judgment and rating
14 Business simulation Simulation revenue forecast
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Table 5- 3 Function automation level 
 
 
各機能の内，Level 3 に分類した，1.検索，7.ソーシャルネットワーク，10.IoT
データ収集，12.グローバルネットワークは IT 技術に分類されるもので，既に
自動化されサービス提供されている[32]． 4.決済に関しては，企業間の決済は
一部人手を介しているが，クレジットカードや E コマースの世界では自動決済
が一般化している．また，6.生産シミュレーション[23]，14.ビジネスシミュレ
ーション [33]は定義に従い答えを返す機能であり，正しくモデルを構築するこ
とが出来れば自動化が可能である．  
Level 2 に分類した，2.スケジューリング，9.サプライチェーンマネージメン
ト，11.融資判断，13.与信判断は様々な事業を対象に，数理最適化やシミュレ
ーションを用いて自動化する研究が進んでおり，自動化に足る技術は確立され
ているが出力結果となる生産計画や発注，判断にリスクがある為，最後は人の
判断が必要になる．  
 
Level 1:
Human 
operation with 
IT support
Level 2:
Semi-automatic 
operation  with 
human judge
Level 3:
Full-automatic
operation
1 Search ○
2 Scheduling ○
3 Quality control ○
4 Settlement ○
5 Process planning ○
6 Manufacturing simulation ○
7 Social network ○
8 Advertisement ○
9 Supply chain management ○
10 IoT data collection ○
11 Financing ○
12 Global network ○
13 Credit limit ○
14 Business simulation ○
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Level 1 に分類した 3.品質管理は，ビッグデータ分野で機械学習・人工知能
や統計理論の研究 [34]が進められている．また，5.プロセス設計では，機械加
工 の CAM (Computer aided manufacturing) や CAPP (Computer aided 
process planning)の研究[35]が進められている．また，8.広告に関しても，人
工知能を用いた自動設計などの研究[36]が進められている．  
このように，各機能の自動化を実現する技術は確実に開発が進んでおり，今
後の人工知能研究の延長線上にあるものと考える．  
 
5.5 結 言 
本章では，クラウドマニュファクチャリングのユースケースを仮説し，その
ユースケースを実現するのに必要となる機能を定義した．5.2 節のマス・カス
タマイゼーションの事例では，企業間で生産リソースを融通することで投資を
抑えつつ，多様な顧客の要求に合わせた製品を製造するユースケースを示し，
検索機能，スケジューリング機能，品質管理機能，決済機能を定義した．5.3
節では，クラウドマニュファクチャリングを活用した新規事業立ち上げのユー
スケースを示し，プロセス設計，生産シミュレーション，ソーシャルネットワ
ーク，広告，SCM，IoT データ収集，融資判断，グローバルネットワーク，与
信判断，ビジネスシミュレーションの機能を定義した．続く 5.4 節では，各機
能の要件がクラウド上で自動化され安価に提供されていることが前提を示し，
現在の研究動向を元にレベル分類を行った．  
このようにクラウドマニュファクチャリングは，様々な機能と結びつくこと
によって様々な価値を生み出すことが可能になる．また，これらの機能は今後
の人工知能研究によって高度化され，安価に提供される可能性があり，これに
より誰もが生産者になれる社会[37]に近づくと考える．  
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第６章 結 論 
 
6.1 結 論 
本研究では，各工場の状態がクラウド上に安全に管理され，必要に応じて適
切なリソースを見つけることが可能になることで，製造工程を相互に補完し合
うモノづくりの分散化が実現するクラウドマニュファクチャリングのシステム
を研究の対象とした．本システムでは，工場の特定工程で生産能力が不足する
場合，該当工程を生産可能な設備を有する工場で代替生産することで生産量の
変動分を社外に分散し低アセットの生産を実現する．また，工場の特定設備の
稼働率が低い場合に，クラウドマニュファクチャリング上に存在する他の工場
の生産を代替することにより，自社設備の稼働率低下を防ぐといった効果を仮
説した．また，この効果は，機械加工等による部品製作と組立工程からなるデ
ィスクリート型のモノづくりで多品種少量生産において生産コストを大幅に下
げる効果が期待出来ると仮説し，資源産業向けのポンプや圧縮機といった受注
生産型の製品を扱う企業を適用対象とした．  
本仮説に基づき，第 2 章では，共通スキルで定義した企業毎の BOM を設計
し，工程間で仕事を融通場可能な CM モデルを採用したフレームワークに基づ
き，離散事象シミュレーションの手法を用いて生産性に対する有効性を検証し
た．結果，納期遵守率の向上，製造リ－ドタイムの短縮，設備稼働率の向上な
ど生産性の向上が確認でき ,その効果は参加企業数の増加に伴い向上する傾向
を確認した . 
続く第 3 章では，第 2 章で評価した CM モデルの，自社作業率の低下，輸送
回数の増加という問題を解決する為，管理付エージェント型 CM モデルを考案
し，シミュレーションにより評価実験を実施した．管理付エージェント型 CM
モデルでは，管理層を設けることで層間(各企業，工程間)の直接取引を制限し，
生産計画の単位を企業毎の Agent に分離した．その結果，自社内で納期までに
作業が完了しない場合のみ，最も待ち時間の長い工程を生産委託することが可
能になり，CM モデルの製品が仕掛かったときに装置に空きがある企業を探し
てすぐに委託する問題点を解決することが出来た．機能検証の結果，平均自社
作業率の 46 ポイント向上，平均輸送回数の 4.4 回低下による，製造コスト低
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減効果を確認した．また，このようにボトルネックとなる最低限の工程のみを
社外に作業外注する方式は，現在の作業外注の決定プロセスと同じであり，こ
れにより，作業外注費，物流費を削減した上で生産性を向上することが可能に
なる．  
更に ,第 4 章では，第 2 章，第 3 章で定義した製品-製造 BOM，管理付エージ
ェント型 CM モデルを用いて，クラウドマニュファクチャリングにおけるモノ
づくりの分散化の効果を最大化するシステムの構成要件をシミュレーション実
験により見極めることを目的に，大規模シミュレ－ションの実験を行った .本章
で評価するシステム構成要件は，(1)システム構成企業数，(2)企業間の業務類似
性，(3)リソース提供企業の割合とした．実験の結果，クラウドマニュファクチ
ャリングの納期遵守率に対する効果は構成企業の数に依存しないが，構成企業
の数が増えると再現性が増すことが判った．また，リソース稼働率の改善率は，
構成企業数，企業間の業務類似性のどちらにも依存せず，需要と供給の関係で
来まることが判った．更に，クラウドマニュファクチャリングを構成する企業
の業務類似性が高すぎるとカニバリゼーションを起こして逆効果になる為，
様々な業種の事業が参加していることが効果的であることが判った．   
第 5 章では，本論文で取り上げた新しい生産形態であるクラウドマニュファ
クチャリングが将来の社会でどのように活用出来るかをユースケースで定義し，
将来に向けた技術開発の方向性を考察した．マス・カスタマイゼーションの潮
流に対して，企業間で生産リソースを融通することで投資を抑えつつ，多様な
顧客の要求に合わせた製品を製造するユースケースを示し，検索機能，スケジ
ューリング機能，品質管理機能，決済機能を定義した．クラウドマニュファク
チャリングを活用した新規事業立ち上げのユースケースでは，プロセス設計，
生産シミュレーション，ソーシャルネットワーク，広告，SCM，IoT データ収
集，融資判断，グローバルネットワーク，与信判断，ビジネスシミュレーショ
ンの機能を定義した．また，これらの機能要件がクラウド上で自動化され安価
に提供されていることが前提となることを示し，現在の研究動向を元に分類を
行った．  
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6.2 今後の展望 
このようにクラウドマニュファクチャリングは，様々な機能と結びつくこと
によって様々な価値を生み出すことが可能になる．また，これらの機能は今後
の人工知能研究によって高度化され，安価に提供される可能性があり，これに
より誰もが生産者になれる社会に近づくと考える．  
そのため，今後の研究においては，現在のバリューチェーンにおいて人が行
っている計画や調整の業務を人工知能によって代替する技術を開発することで
生産活動が OPEN 化され，個別最適ではなく全体最適を実現した，高効率で生
産性の高いものづくり社会が実現されると考える．  
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